
入札公告 
次のとおり一般競争入札［総合評価落札方式（簡易型）］に付します。 

平成２３年３月３０日 

分任支出負担行為担当官 
九州地方環境事務所 
那覇自然環境事務所 
所長 奥田 直久 

１ 競争入札に付する事項 

２ 競争参加資格 

３ 入札手続等 

（１） 担当部局  

（１） 件名  平成２３年度石西礁湖自然再生施設サンゴ群集修復工事監理
業務 

（２） 業務場所  沖縄県石垣市及び八重山郡竹富町（石西礁湖地区） 
（３） 業務内容  入札説明書による。 
（４） 履行期限  契約の日から平成２４年３月２６日 
（５）  本業務は、簡易な施行計画等の提出を受け付け、価格以外の要素と価格を
総合的に評価して落札者を決定する、総合評価落札方式（簡易型）の業務で
ある。 

（１）  予算決算及び会計令（昭和22年 勅令第165号）（以下「予決令」という。）第７
０条及び第７１条の規定に該当しない者であること。 
（２）  平成２３年度、２４年度環境省競争参加資格審査（測量・建設コンサルタント
等）「自然環境共生関係コンサルタント業務」において、開札時までに「Ａ又は
Ｂ」級に格付けされている者で、九州・沖縄地域の競争参加資格を有する者で
あること。 
（３）  沖縄県内に本社（店）、支社（店）、事業所又は営業所が存在すること。 
（４）  平成１８年度以降に沖縄県内において、人工のサンゴ幼生着床基盤を用い
たサンゴ再生業務又は類似するサンゴ再生に関する業務を受注した実績を
有すること。 
（５）  次に示す[1]及び[2]に対する簡易な施工計画等の技術的所見が適正である
こと。 
[1]  安全管理に対する技術的所見 
[2]  サンゴ幼生着床具設置・移植に対する技術的所見 
（６）  次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を当該業務に専任で
配置できること。 
[1]  技術士（環境部門）の資格を有する者であること。 
[2]  平成１８年度以降に、上記の（４）に掲げる業務の経験を有する者であるこ
と。 

（７）  会社更生法に基づき更正手続き開始の申立がなされている者又は民事再
生法に基づき再生手続き開始の申立がなされている者ではないこと。 
（８）  「工事請負契約等に係る指名停止措置要領について（平成13年1月6日環境
会第９号）」に基づく指名停止を受けている期間中でないこと。 
（９）  入札説明書の交付を受けている者であること。 

〒９００－００２７ 沖縄県那覇市山下町５－２１ 沖縄通関社ビル４階 
九州地方環境事務所 那覇自然環境事務所 総務課 相澤 
電話：０９８－８５８－５８２４ ＦＡＸ：０９８－８５８－５８２５ 



（２） 入札説明書の交付場所、期間及び方法等  

（３）申請書及び資料の提出期間、場所及び方法  

（４）入札・開札の日時及び場所等  

４ その他 

（１） 入札及び契約手続きにおいて使用する言語及び通貨  

（２） 入札保証金及び契約保証金  

（３） 入札の無効  

（５） 落札者の決定方法  

（６） 配置予定技術者の確認  

[3]郵送による交付  

[1]交付場所  （１）に同じ 
[2]交付期間  平成２３年３月３０日（水）から平成２３年４月８日（金） 

 土曜日、日曜日及び祝祭日を除く毎日８時３０分から１７時１５
分 
 （１２時から１３時は除く。） 

 郵送による交付も行うが、事前に担当部局へ連絡の上、１２０円切手を同封
した角２返信用封筒（送付先を記載すること）を担当部局宛郵送すること。な
お、上記[2]の交付期間内に到着しなかった場合、入札説明書は交付しない。 
[4] 入札説明書交付の際には、上記２（２）の資格が確認できる資格審査決定通
知書の（写）を提出すること。 

[1]提出期間： 平成２３年３月３０日（水）から平成２３年４月１３日（水） 
土曜日、日曜日及び祝祭日を除く毎日８時３０分から１７時１５分
（１２時～１３時は除く。） 

[2]提出場所： 上記３（１）に同じ。 
[3]提出方法： 上記[2]まで持参すること。 

[1]日時： 平成２３年４月２０日（水）１４時００分 
[2]場所： 〒９００－００２７ 沖縄県那覇市山下町５－２１ 沖縄通関社ビル４階 
九州地方環境事務所 那覇自然環境事務所 会議室 

[3]開札： 平成２３年４月２０日（水）１４時０５分 

 日本語及び日本国通貨に限る。 

[1] 入札保証金：  免除。 
[2] 契約保証金：  免除。ただし、公共工事履行保証証券による、保証（かし

担保特約を付したものに限る。）を付するものとする。この
場合の保証金額は、請負金額の１０分の３以上とする。 

 本公告に示した競争参加資格のない者のした入札及び入札に関する条件
に違反した入札は無効とする。 

（４） 契約書作成の要否  要 

 予算決算及び会計令第７９条の規定に基づいて作成された予定価格の制
限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

 落札者決定後、上記２（６）に掲げる資格を有する者を配置できないことが確
認された場合、契約を結ばないことがある。 

（７）  詳細は入札説明書による。


